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国立研究開発法人理化学研究所  

   



1 特別目的会社（SPC）を設立する場合には、SPC 設立に関連した条項を追加する想定です。 

 

「富岳 NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業 

基本協定書(案)  

  

「富岳 NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業(以下｢本事業｣という。)に関して、国立

研究開発法人理化学研究所(以下｢発注者｣という。)と【 優先交渉権者名 】（構成企業【企業名】、

【企業名】及び【企業名】によって構成されるグループである。）(以下総称して｢選定事業者｣とい

う。)との間で、以下の通り基本協定（以下「本協定」という。）［注１］を締結する。 

 

第1条 (用語の定義)  

  本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（1） ｢公募資料等｣とは、発注者が本事業に関する公募手続において配布した一切の資料、当該

資料に係る質問回答書及び競争的対話の結果をいう。  

（2） ｢提案書｣とは、選定事業者が本事業に関する公募手続において発注者に提出した本事業の

実施に関する提案書類一式をいう。 

（3） ｢基本契約｣とは、発注者と選定事業者との間で締結する本事業に関する基本契約をいう。 

（4） ｢事業期間｣とは、基本契約で定められた本事業の期間をいう。  

（5） ｢代表企業｣とは、応募者の代表となる企業である [●]をいう。  

（6） ｢構成企業｣とは、応募者を構成する企業である[●]、及び[●]をいう。 

（7） ｢協力企業｣とは、構成企業以外の者で、事業開始後、選定事業者から直接業務を受託す

る、又は請け負うことを予定している者である[●]、及び[●]をいう。 

（8） ｢本施設｣とは、本事業において整備される施設をいう。 

 

第2条 (趣  旨)  

  本協定は、選定事業者が本事業の実施に関する業務を担う優先交渉権者として選定されたことを

確認し、第 4条の規定に基づき発注者との間で事業契約を締結せしめ、本事業の円滑な実施に必

要な基本的事項を定めることを目的とする。  

  

第3条 (基本的合意)  

  発注者及び選定事業者は、選定事業者が、本事業に関して発注者が実施した公募手続により優先

交渉権者となり、本事業の実施に関する業務を担う者として選定されたことを確認する。  

2 選定事業者は、公募資料等を遵守のうえ、提案書に示された内容を発注者に対して提案したこと

を確認する。 

 

第4条  (事業契約の締結) 

  発注者及び選定事業者は、公募資料等及び提案書に基づき、2026 年 12 月を目途として、発注者と

選定事業者との間において基本契約書並びに発注者と選定事業者のうち本施設の設計業務、施工

業務又は工事監理業務を請け負う構成企業との間において設計・施工一括請負契約書、また、発

注者の予算措置が講じられたことを条件に、発注者と選定事業者のうち本施設の維持管理業務を

受託する構成企業との間において維持管理業務委託契約書（以下、各契約書に基づく契約を総称

して「事業契約」という。）を締結することとし、これに向けてそれぞれ誠実に対応し、最大限の

努力をするものとする。 



1 特別目的会社（SPC）を設立する場合には、SPC 設立に関連した条項を追加する想定です。 

2 選定事業者は、事業契約の締結に関する協議にあたっては、発注者の要望を尊重するものとす

る。 

3 発注者は、公募資料等の文言に関し、選定事業者より説明を求められた場合、公募資料等におい

て示された本事業の目的及び理念に照らして、その条件の範囲内において趣旨を明確化するもの

とする。  

4 発注者は、事業契約の締結がなされる前に選定事業者のいずれかに以下の各号に定める事由が生

じたときは、事業契約を締結しないことができる。 

（1）本事業に関し、選定事業者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 22 年法

律第 54 号。以下｢独占禁止法｣という。)第 3条の規定に違反し、又は選定事業者が構成事業者

である事業者団体が独占禁止法第 8条第 1号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が

選定事業者に対し、独占禁止法第 7条の 2第 1項 (独占禁止法第 8条の 3において準用する場

合を含む。)の規定に基づく課徴金の納付命令(以下｢納付命令｣という。)を行い、当該納付命令

が確定したとき(確定した当該納付命令が独占禁止法第 63 条第 2項の規定により取り消された

場合を含む。)。  

（2）納付命令又は独占禁止法第 7条若しくは第 8条の 2の規定に基づく排除措置命令(これらの

命令が選定事業者又は選定事業者が構成事業者である事業者団体(本号及び次号において｢選定

事業者等｣という。)に対して行われたときは、選定事業者等に対する命令で確定したものをい

い、選定事業者等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場

合における当該命令をいう。)において、本事業に関し、独占禁止法第 3条又は第 8条第 1号の

規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。  

（3）前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、選定事業者等に独占禁止法第 3条又は第

8条第 1号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取

引分野が示された場合において、本事業が、当該期間(これらの命令に係る事件について、公正

取引委員会が選定事業者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令におけ

る課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。)に入札（見積書の提出を含

む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。  

（4）本事業に関し、選定事業者(法人にあっては、その役員又は使用人を含む。)の刑法 (明治 40

年法律第 45 号)第 96 条の 6又は独占禁止法第 89条第 1項若しくは第 95条第 1項第 1号に規定

する刑が確定したとき。  

  

第5条 (準備行為)  

  選定事業者は、事業契約の締結前であっても、自己の費用と責任において、本事業の実施に関し

て必要な準備行為をなすことができるものとし、発注者は必要かつ可能な範囲で選定事業者に対

して協力するものとする。  

 

第6条 (業務の分担等)  

  本事業に関する業務は、選定事業者のうち別紙記載の者が実施し、又は別紙記載の協力企業にお

いて実施させるものとする。 

  

第7条 (事業契約の不成立)  

  発注者及び選定事業者のいずれの責にも帰すべからざる事由により発注者と選定事業者が事業契

約の締結に至らなかったときは、既に発注者及び選定事業者が本事業の準備に関して支出した費

用は、各自が負担するものとし、相互に債権債務関係の生じないことを確認する。  



1 特別目的会社（SPC）を設立する場合には、SPC 設立に関連した条項を追加する想定です。 

  

第8条 (談合等不正行為があった場合の措置)  

  事業契約締結前であって事業契約に関し第 4条第 4項第一号ないし第四号のいずれかの事由が生

じた場合又は事業契約締結後において事業契約に関し第 4条第 4 項第一号ないし第四号のいずれ

かの事由が生じた場合であって事業契約が解除されないときは、選定事業者は連帯して、発注者

の請求に基づき、事業契約における契約金額 (契約締結前にあっては提案価格の金額とし、契約

金額の変更があった場合には、変更後の契約金額とする。次項において同じ。)の 100 分の 10 に

相当する金額を違約金(損害賠償の予定)として発注者の指定する期間内に支払わなければならな

い。  

2 第 4条第 4項第四号の場合において、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、選定

事業者は連帯して、発注者の請求に基づき、前項に規定する契約金額の 100 分の 10に相当する金

額に加えて、契約金額の 100 分の 5に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払

わなければならない。  

（1）第 4条第 4項第一号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第 7 

条の 3第 2項又は第 3項の規定の適用があるとき。 

（2）第 4条第 4項第二号に規定する納付命令若しくは排除措置命令又は同項第四号に規定する刑

に係る確定判決において、選定事業者のいずれかが違反行為の首謀者であることが明らかにな

ったとき。  

 

第9条 (遅延利息)  

  選定事業者が前条に定める違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、選定事業者は

連帯して、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、その支払わない額にその

期限の翌日から支払の日までの日数に応じて、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24

年法律第 256 号）第 8条第 1項の規定に基づく､政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を乗じ

て計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

  

第10条 (秘密保持)  

  発注者と選定事業者は、本協定に関する事項につき、相手方の同意を得ずして第三者に開示しな

いこと及び本協定の目的以外には使用しないことを確認する。ただし、裁判所により開示が命ぜ

られた場合、又は発注者若しくは選定事業者が本事業に関連して業務を委託したアドバイザーや

本事業に融資等を行う金融機関等に対し、事業契約と同等の秘密保持義務を課して開示する場合

は、この限りでない。  

2 前項の定めにかかわらず、発注者と選定事業者は、法令に基づく場合又は権限ある官庁、公署、

裁判所等の要請、命令に基づく場合は、相手方の承諾を要することなく秘密情報を開示できる。  

  

第11条 (協定の有効期間)  

  本協定の有効期間は、本協定締結の日から事業契約のすべてが締結された日までとする。ただ

し、事業契約の締結に至らなかった場合は、事業契約の締結に至る可能性がないと発注者が判断

して選定事業者に通知した日までとする。  

2 本協定の有効期間の終了にかかわらず、第 8条から第 10条及び第 13 条の規定の効力は存続する

ものとする。  

3 前項の規定にかかわらず、第 4条第 1項に基づき基本契約が締結された場合には、第 10 条の規定

は効力を失う。  



1 特別目的会社（SPC）を設立する場合には、SPC 設立に関連した条項を追加する想定です。 

 

第12条 (協  議)  

  本協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、必要に応じて発注者と選定事業者が

協議して定めるものとする。  

  

第13条 (準拠法及び裁判管轄)  

  本協定は日本国の法令に従い解釈されるものとし、本協定に係る訴訟及び調停の申立てについて

は、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。   

  



1 特別目的会社（SPC）を設立する場合には、SPC 設立に関連した条項を追加する想定です。 

 

以上を証するため、本協定書●通を作成し、発注者並びに選定事業者は、それぞれ記名押印の

上、各 1通を保有する。  

  

  年  月  日 

   

発注者  

  

埼玉県和光市広沢 2番 1号 

国立研究開発法人理化学研究所   

契約担当役 

経理・調達本部 

調達部長 

 

   

選定事業者  

  

（代表企業）   

所在地                

商号又は名称             

代表者名             

 

（構成企業）  

所在地 

商号又は名称 

代表者名 

 

 （構成企業）  

所在地 

商号又は名称 

代表者名 

 

（構成企業）  

所在地 

商号又は名称 

代表者名 

 

 

  



1 特別目的会社（SPC）を設立する場合には、SPC 設立に関連した条項を追加する想定です。 

 

別紙  業務担当企業一覧  

   

担当する業務内容【設計、工事監理、施工、維持管理等】 

商号または名称 【●】 

所 在 地   【●】  

種別  【構成企業／協力企業】 

 

 

担当する業務内容【設計、工事監理、施工、維持管理等】 

商号または名称 【●】 

所 在 地   【●】  

種別  【構成企業／協力企業】 

 

 

担当する業務内容【設計、工事監理、施工、維持管理等】 

商号または名称 【●】 

所 在 地   【●】  

種別  【構成企業／協力企業】 

 

 

担当する業務内容【設計、工事監理、施工、維持管理等】 

商号または名称 【●】 

所 在 地   【●】  

種別  【構成企業／協力企業】 

 


